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　2017年 12月 5日（火）13時からセレストホールで、アジア研究センターのシンポジウム、「東アジ
アビジネスの最新動向」、サブタイトル「中国・ASEAN・日本」がおこなわれた。現在、アジアは激動
している。その中で日本の懸念や可能性は何であるかなど考えながら、アジアがどのように変動してい
るのかという話を、それぞれの先生方にしていただいた。

第一部：司会

秋山　憲治（神奈川大学アジア研究センター所長、神奈川大学経済学部教授）

　本日のシンポジウムは第一部と第二部をそれぞれ 3限と 4限に分け、
一部では、初めに、石原先生に、東アジアの現状をお話しいただいて、
その中で日本との関係、あるいはアパレルや自動車産業など現状や将来
などの話をしてもらいます。
　もう一人の報告者は、範先生です。先生は上海で自分の会社を経営し
て、現地の事情をよく知っています。中国が今どういうふうに変化して
いるのかという話をしてもらいます。皆さんは中国の大変貌を聞いて、
おちおちできないぞという気になるのではないかと思います。
　それぞれ報告が終わったら簡単にコメント、あるいは質問をしてもら
い、報告の内容を深めたいと考えています。コメンテーターは、魚住先
生とグエン先生です。グエン先生はベトナムの方ですが、日本の大学で教鞭を執っています。
　日本人の先生は、海外にも長い間駐在した経験がありますし、いろいろと現地調査もされていますか
ら、現地の事情もよく知っています。範先生とグエン先生は、中国、ベトナムの方ですから、自国の話
をいろいろと聞けるというふうに考えています。
　それでは最初に石原先生にお話を伺いたいと思います。先生、お願いします。

第一部：①報告

「東アジア経済の現状と課題」
� 石原　伸志（神奈川大学経済学部非常勤講師、東海大学海洋学部客員教授）

　きょうは、30分という短い時間ですが、東アジア、特に ASEANの現状について、お話したいと思
います。
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報告報告 東アジアビジネスの最新動向
―中国・ASEAN・日本―
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1．我が国の貿易収支の推移

　先ず、配布した表 1の日本の貿易取引額の推移をみてお分かりいた
だけますように、2011年以降東日本大震災の影響等もあって輸入超
過になっていた貿易収支が、2016年は総額 1,360,043億円、40,741億
円の輸出超過になっています。
　また、ここ数年の傾向として、アジア向け輸出は 53～56％、アジ
アからの輸入は年々増加傾向にあり、2016年は全取引の 50％になっ
ています。さらに、国別にみると、2016年度の中国向け輸出が大き
く落ち込み、ASEAN向けが増加、中国、アセアンからの輸入は増大
傾向にあり、いまや中国と ASEANを併せた輸出入取引額は全体の
40％になっています。
　いずれにしても、日本にとっていまやアジアが主要な貿易取引地域になっていることが分かります。
　ところで、表 1の貿易統計は金額面からみたものですが、これは為替によって変わってくるため、注
意する必要があります。しかし、これを表 2の実入りコンテナ流動量でみると、基準が固定されている
ため貿易取引の推移が良く解ります。
　貿易統計でも明らかでしたが、日本発中国、ASEAN向けの輸出は年々減少しており、いまや日本は
輸出国ではなくなっていることが分かります。
　具体的には、日本から中国向けは 2013年の 90.5万本から 2016年は 61.2万本、ASEAN向けは 59.9
万本から 53.7万本に減少しています。また、中国発日本向けは 2013年の 119.6万本から 2016年は
119.7万本、ASEAN発日本向けも 65.2万本から 2016年は 65.7万本と微増にすぎません。一方、中国
発アセアン向けを見ると、2013年は 287.6万本から 2016年は 324.8万本、ASEAN発中国向けは 176.4
万から 202.6万本と急増しており、ASEAN／中国間の関係が非常に強まっていることが分かります。
なお、ASEAN域内は微減・微増の関係にあります。

出所：財務省貿易概況

表 1　貿易収支の推移



48－ シンポジウム報告

表 2　コンテナ流動量

＊輸入国総計は、日本、韓国、中国（香港含む）、台湾、ブルネイ、ラオスを除くアセアン 8か国である。
＊アジア域内全体の 2013年の荷動量は 14,156,989TEU（前年比 5.0％増）、2014年は 14,429,202TEU（同 1.9％
増）、2015年は 14,794,815TEU（同 2.5％増）、2016年は 13,532,866TEU（同 8.5％減）である。
＊出所：IADAのデータを下に筆者作成。

2．ASEAN の現状

　次に、本日のメインテーマであります ASEANについてお話します。
　ASEAN10ヵ国とは、今さら説明する必要もないと思いますが、タイ、シンガポール、マレーシア、
インドネシア、フィリピン、ブルネイ、ベトナム、ラオス、カンボジア、ミャンマーを指します。
　中国の人口が約 13億、インドが 12億、これに ASEANの 6.4億を併せると 31億、世界の人口が約
70億ですから、この地域に世界人口の約 40％が集まっているわけで、NAFTAや EUと比較しても、
非常に大きな市場としても期待できるというわけです。

3．生産拠点の推移

　ところで、ロジスティクスを考える時に重要なことは産業別に考えることです。また、日本発着の輸
出入貨物を見ると、輸出は自動車部品、輸入は衣料品です。そこで、本日は、日系企業も多く進出し一
大生産拠点となっている ASEANにおける自動車と衣料品産業の現状についてお話します。
　最初に東アジア域内における生産拠点の移転推移をみていきます。
　戦後の荒廃した日本経済の復興を支えたのは、米国向けに大量に輸出されていた 1ドルブラウスと称
する安い衣料品でした。
　1960年代になると、工業の発展に伴い、我が国の産業は繊維産業から白物家電や TV産業へとシフ
トするとともに、輸出主力製品であった衣料品は、日米貿易摩擦や我が国の人件費の高騰、人手不足等
もあり、その生産拠点は韓国、台湾、香港等へ、さらに、80年代に入ると、日本の家電産業の生産拠
点が韓国、台湾等へシフトされたのに伴い、衣料品の生産拠点はタイ、インドネシア等へシフトされて
いきました。
　ところで、日本とタイ、インドネシア、マレーシア等との関係が一大転換を迎えるきっかけとなった
のは 1985年のプラザ合意です。このプラザ合意を機に始まった急激な円高の影響によって、日本では「も
のが作れない」ということになり、日本の家電産業を筆頭にその生産拠点を一斉にタイ、マレーシア、
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インドネシア等へシフトさせました。これがいまでも続いている「産業の空洞化」という現象です。
　さらに、90年代後半になると、今度は ASEANの人件費の高騰や 97年のアジア通貨危機、中国華東
地区を中心にして、安くて豊富な労働力があったことから、衣料品の生産拠点は中国にシフトされまし
た。もっとも、中国には、80年代後半から委託加工貿易に基づく衣料品の縫製作業が盛んに行われて
いたということもあります。
　ところが、2005年頃になると、今度は中国沿海部の人件費の高騰と人手不足、2012年の尖閣諸島問
題でも顕著にみられた反日暴動や工場ストライキ、中国政府によるハイテック産業への支援政策転換等
もあり、中国で労働集約型の衣料品のようなものは作れなくなったことから、安い人件費を求めて、中
国系企業が CLMVであるカンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム及びバングラデシュへ工場その
ものをシフトするようになりました。これが俗にいう「チャイナプラスワン」と称される現象です。
　一方、自動車のような装置型産業は、部品産業が集積しているタイ、インドネシアに集約されていっ
たわけです。

4．CLMV が注目されている理由

　次に、いま CLMVが注目されている理由についてお話します。
　一番目は、先ほどご説明しましたが、中国沿海部の人件費の高騰と人手不足、尖閣諸島に代表される
反日暴動や工場ストライキ等によって、労働集約型産業は安い人件費を求めてベトナム、カンボジア等
に生産拠点が移転されているということです。
　これは日系企業が移しているのではなく、中国の繊維企業が、中国ではもうモノが作れないというこ
とで、中国系企業がベトナム、カンボジア等に工場を移してきているわけです。
　二番目は、タイの人件費の高騰です。2017年 1月から、1日 310バーツ、日本円で約 960円になりま
した。これは、多分皆さんの 1時間当たりのアルバイト代よりも安いと思いますが、これでも、タイで
は人件費が高くてものが作れない。さらに、人手不足という問題も起きているわけです。
　そこで出てきたのが、「タイプラスワン」という現象です。ここでご注意いただきたいことは、「タイ
プラスワン」と「チャイナプラスワン」は違うということです。どう違うかというと、チャイナプラス
ワンは、生産工場そのものを中国から他の国に移すことですが、タイプラスワンには、幾つかの考え方
がありますが、代表的な考え方は「工程間分業」です。例えば、5工程あるとすれば、最初と最後の仕
上げ工程はタイで行い、中工程の 2、3、4は人件費の安いカンボジア等で作って、一つの製品に仕上げ
るという工程間分業のことです。現在タイとカンボジアとの間で、ワイヤーハーネスのような労働集約
型の自動車部品がタイプラスワンで作られています。
　三番目は、2015年末の ASEAN経済共同体（AEC）の発足、東西経済回廊、南部経済回廊等のイン
フラが整備されて、海上輸送と比較して陸上輸送のほうが短縮されたこと。
　四番目は、日本の特恵関税が緩和されたことで、カンボジアやラオス、ミャンマー、ベトナム等から
の衣料品などは特恵関税を使って輸入しやすくなったこと。
　五番目は、ベトナムは 95年に ASEANに、2007年にWTOに加盟して、積極的に輸出振興策を取っ
てきていること。また、ミャンマーは 2017年 10月の総選挙で、軍事政権から民主化政権に移行したこ
とで、欧米諸国による経済制裁の解除。これに伴い、日本政府によるティラワ工業団地やダウェイ等へ
の支援がなされていること。
　六番目は、GMS各国の首都圏では、GDPが伸びていること。
　七番目は、ASEANと中国、韓国、日本、インド等と FTAが発効していること。
　八番目は、人口 6.4億という潜在的市場としての魅力です。
　ただ、ここで非常に気になりますのは、ミャンマー、フィリピン、タイ、ベトナム、カンボジアのい
ずれの国も中国寄りの政策を取り、中国との関係が強まってきていることです。
　次にご注意いただきたいことは、国全体の GDPは低いのですが、都市圏の GDPは高いということで
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す。例えば、タイの GDPは 5,700ドルですが、バンコクは 1万 4,000ドルです。また、インドネシアは
3,475ドルですが、ジャカルタは、1万 1,000ドルです。そのため、首都圏と地方では消費構造が全く異
なるということです。
　GDPが 3,000ドルを超えると、自動車が売れると言われています。また、女性ドライバーが増えると
活動範囲が広がり、生活水準が上がり、より高いものが売れるようになります。
　従って、単に国単位の統計を見るのではなく、地域ごとに考えることが重要だということです。

5．衣料品産業の現状

　次に、本日のテーマの一つである衣料品について考えてみたいと思います。
　日本における衣料品の輸入浸透率は 97％で、最近は中国からの輸入が年々減少、ベトナム、インド
ネシア、バングラデシュ等からの輸入が増えてきています。これは、衣料品に対する国内の家計支出が
減って、売れていないため、少しでも安いものを仕入れる必要があるからです。
　現在の衣料品の流れは、国内の衣料品小売店が国内の衣料品メーカーに発注すると、彼らは中国の生
地メーカーにベトナムやミャンマー向けに生地等を送付するよう指示します。生地は、安い人件費を使
って、そこで縫製加工されて、製品を日本に持ってくるという国際水平分業が盛んに行われている産業
です。
　衣料品は、カジュアル衣料、ファッション衣料、ソリッド衣料に分類されます。
　先ず、流行を創っている企業の代表であるユニクロが扱っているカジュアル衣料は、少アイテム、大
量発注、大量生産によって少しでも安く作ろうとしているため、重視しているのはコストです。従って、
安い人件費を求めて、ベトナム、カンボジア、ミャンマー、バングラデシュという形で生産拠点を南下
させていきます。一方、ZARAやしまむらのような流行を追っているファッション衣料は、「衣料品の
生鮮化」とよく称されますが、「今何が売れているか」ということを見て、企画、発注、生産をしてい
ることから、いかに短時間で市場投入できるかが勝負ということになります。従って、彼らが重視して
いるのは時間ということになります。
　そのため、発注数量が少なくて、多品種・少量発注を行い、リードタイムが非常に重要になってくる
わけで、「売り切れご免」が基本方針です。そこで、中国の人件費がいくら上がっても、中国から他の
国に生産拠点を移すことができないのが実情だといえます。
　最後のソリッド衣料は、下着類のような薄利多売の商品で、現在中国東北部、中国の奥地等の人件費
の安い地域で生産されています。
　先ほど、新たな衣料品の生産拠点として、「チャイナプラスワン」という話を致しました。
　CLMVの課題は、川上の原材料産業がないため、材料の生地等は輸入しているため、CLMVの魅力
は安い人件費を活用した縫製加工しかありません。そこで、今後川上産業の誘致が非常に重要になって
きているわけです。そこで、改めて、「チャイナプラスワン」を考えてみると、中国の奥地に入ると人
件費が安いし、日本までのリードタイムも短いことから、「チャイナプラスワン」のワンは中国の東北
部や中国の奥地が新たな生産拠点として注目されているわけです。

6．自動車産業の現状

　次は、自動車です。
　2016年の世界第一位の自動車生産国は中国で 2,800万台、日本は第三位で 920万台ですから、中国が
いかに多くの自動車を生産しているか、お分かりいただけると思います。
　ASEANでは、タイが 194万台、インドネシアが 117万台で二大生産拠点となっています。
　ところで、モノ造りには、エンジン自動車のようなインテグラル（摺合わせ）型とパソコンやスマホ
のようなモジュラー型（組合せ型）の産業があります。
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　いまの自動車業界のキーワードは、自動運転、ライドシェア、EV車ですが、今後 EV車が普及して
くると、日本が得意とするインテグラル型からモジュラー型に代わってくるため、日本の自動車業界は
すっかり変わってしまう可能性があるということです。
　従来のガソリン車では約 3万点あった部品点数が、EV車になるとエンジン部分や駆動・伝達・操縦
部品等の約 3分の 1の部品が不要になるということです。そうすると、プレイヤー変更となり、日本の
多くの自動車部品業界が淘汰される可能性があるということで、今からどう対応するか考えておくこと
が大事な問題になってきているということです。
　ASEANにおける日本の自動車業界の将来ですが、日本はロビー活動が下手なことから、今のままでは、
将来性は暗いということです。今後欧州車と日本車による完成車の戦いの主戦場はインド、中国、
ASEANで、品質ではなく、コスト勝負になると予想されています。また、アジアにおける EV車は最
後になるだろうとも予想されています。ただし、2018年には中国の上海汽車がフォルクスワーゲンと
組んでタイで自動車生産を開始する予定です。その時、もし彼らが本気になって EV車に乗り出してき
たら、ASEANにおける日本の自動車産業は壊滅するだろうと、先日お会いした某大手部品メーカーの
方がはっきりおっしゃっていました。
　ですから、EV車の将来を見極めることが大事だということになります。

7．まとめ

　本日のまとめですが、ロジスティック、サプライチェーン、マーケティングは、やはり統括的、産業
別、企業別、国別に考える必要があります。また、現地調査による情報収集も大事です。近視眼ではな
く、中・長期的視野から捉えることも重要です。また、今後 FTAがますます重要になってきます。そ
こで、ASEANは生産拠点としてだけでなく、市場としてもこれからは大事だということです。
　最後に、ASEANにおける生産拠点は日本の拠点を含めてグローバル・サプライチェーンの一環とし
て統合的に考える一方で、市場としての ASEANをどう考えるか、FTAを活用してどう他地域を攻めて
いくのかということを考える必要があるということで、私の本日の話を終わりにしたいと思います。
　ご清聴ありがとうございました。

秋山：ありがとうございました。皆さんにあと 10年後、20年後、日本がどうなっているのかというこ
とを考えていただきたい。今日本の自動車産業は、だんだん難しい局面にきているということなので、
ある意味では深刻に受け止めていただきたい。
　それでは、次の報告者として、範先生にお願いします。中国の現状を、今どうなっているのかという
ことを非常に分かりやすくお話ししてくれると思います。先生、よろしくお願いします。

第一部：②報告

「新時代の中国及び日本企業のチャンス」
範　文勝（常熟グリーン智能製造技術イノベーションセンター理事長、
常熱自動車産業園区管理公司　社長）

　ただいまご紹介いただきました、中国からまいりました範と申しま
す。どうぞよろしくお願いします。実は、2カ月前に秋山先生から、
アジア研究センターで中国の最新事情について話してくれというお話
がありました。私が中国のビジネス最前線で、また日本といろいろな




